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制定  令和 ２年 ８月２７日  

 

 （趣旨） 

第１条 県は、福島県私立高等学校専攻科支援金交付要綱（以下「交付要綱」という。）

第５条の規定に基づき、福島県私立高等学校専攻科支援金（以下「専攻科支援金」と

いう。）の受給資格認定等に係る事務について、次のように定める。 

 

 （受給資格の認定及び通知等） 

第２条 交付要綱第２条に規定する私立高等学校の生徒のうち、交付要綱第４条に該当

する者は、専攻科支援金を受けようとするときは、その在学する私立高等学校の設置

者（以下「学校設置者」という。）を通じて、知事に対し、保護者等（高等学校等就学

支援金の支給に関する法律施行令（平成２２年政令第１１２号。以下「政令」という。）

第１条第２項に規定する保護者等をいう。）の課税証明書等を添付した福島県私立高

等学校専攻科支援金受給資格認定申請書（様式第１号）（以下「認定申請書等」という。）

を知事が別に定める提出期限までに提出し、その認定を受けなければならない。 

  ただし、前年度の認定申請書等提出時に添付した課税証明書等は省略できるものと

する。 

２ 学校設置者は、認定申請書等に基づき、支給要件を確認し、福島県私立高等学校専

攻科支援金受給資格認定申請者一覧（様式第２号）を作成し、認定申請書等とともに

県に提出するものとする。 

３ 知事は、前２項の規定による申請に基づき、専攻科支援金の受給資格の認定又は不

認定を決定したときは、福島県私立高等学校専攻科支援金受給資格認定結果一覧（様

式第３号）により学校設置者へ通知し、学校設置者は当該結果を「福島県私立高等学

校専攻科支援金の受給資格認定について（様式第４号）」により生徒に通知するものと

する。 

４ 支給額算定の過程において授業料月額に１円未満の端数が生じるときは、端数を切

り捨てるものとする。この場合において、専攻科支援金支給額と授業料額との間に差

額が生じるときは、各月の端数の計が１円以上となるたびに上乗せし差額が生じない

ようにするものとする。 

５ 授業料減免等により、授業料の一部又は全部が免除されている場合は、授業料減免

後の授業料債権の額が専攻科支援金の額となる。 

６ 受給資格認定者は、保護者等について変更があったときは、学校設置者を通じて、

保護者等の課税証明書等を添付した福島県私立高等学校専攻科支援金収入状況届出書

（様式第１号）（以下「収入状況届出書等」という。）を速やかに知事に提出しなけれ

ばならない。 

 

 



７ 学校設置者は、収入状況届出書等に基づき、支給要件を確認し、福島県私立高等学

校専攻科支援金収入状況届出者一覧（様式第５号）を作成し、収入状況届出書等とと

もに県に提出するものとする。 

８ 知事は、前項の規定による届出に基づき、認定又は不認定を決定したときは、福島

県私立高等学校専攻科支援金収入状況審査結果一覧（様式第６号）により学校設置者

を通じて、受給資格認定者に対し通知するものとする。 

 

（受給資格の消滅及び通知） 

第３条 学校設置者は、第２条の規定により専攻科支援金の受給資格の認定を受けた者

（以下「受給資格認定者」という。）が、退学、除籍、転学、卒業、修了した場合など

の理由により専攻科支援金に係る受給資格を失うときは、知事に対し、福島県私立高

学校専攻科支援金受給資格消滅届出者一覧（様式第７号）により速やかに届出なけれ

ばならない。 

２ 知事は、前項の規定による届出に基づき、福島県私立高等学校専攻科支援金受給資

格消滅者一覧（様式第８号）により学校設置者へ通知し、学校設置者は当該結果を「福

島県私立高等学校専攻科支援金の受給資格の消滅について（様式第９号）」により受給

資格認定者に通知するものとする。 

 

 （支給停止及び再開の申出等） 

第４条 受給資格認定者は、休学により専攻科支援金の支給を一時停止するときは、「福

島県私立高等学校専攻科支援金支給停止申出書（様式第１０号）」を、その在学する学

校設置者を通じて知事に提出するものとする。 

２ 学校設置者は、「福島県私立高等学校専攻科支援金支給停止申出者一覧（様式第１１

号）」を作成し、前項の申出書とともに県に提出するものとする。  

３ 第１項の申出をした日（当該申出が学校設置者に到達した日をいう。）の属する月の

翌月から支給を停止するものとする。ただし、停止の申出の提出があった日が月の初

日である場合には、当該月から支給を停止するものとする。  

４ 知事は、前項による申出に基づき、専攻科支援金の支給を一時停止したときは、「福

島県私立高等学校専攻科支援金支給停止者一覧（様式第１２号）」及び「福島県私立高

等学校専攻科支援金の支給の停止について（様式第１３号）」により、学校設置者を通

じて、当該受給資格認定者へ通知するものとする。 

５ 受給資格認定者は、第１項の規定による申出の後、復学により専攻科支援金の支給

を再開するときは、福島県私立高等学校専攻科支援金支給再開申出書（様式第１４号）

に収入状況届出書等を添付して、学校設置者を通じて知事に提出するものとする。た

だし、停止時の所得確認期間内の再開であり、かつ、保護者等に変更がなく、既に保

護者等の課税証明書等を提出している場合は、再開の申出書のみを提出すれば足りる

ものとする。 

６ 学校設置者は、福島県私立高等学校専攻科支援金支給再開申出者一覧（様式第１５

号）を作成し、前項の申出書とともに県に提出するものとする。  

 



７ 第５項の申出をした日（当該申出が学校設置者に到達した日をいう。）の属する月の

翌月から支給を再開するものとする。ただし、再開の申出の提出があった日が月の初

日である場合には、当該月から支給を再開するものとする。 

８ 知事は、前項による申出に基づき、専攻科支援金の支給を再開したときは、福島県

私立高等学校専攻科支援金支給再開者一覧（様式第１６号）により、学校設置者を通

じて、当該受給資格認定者へ通知するものとする。 

 

（国専攻科支援に係る個人要件） 

第５条 本事業は国が実施する高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への修

学支援）（以下「国専攻科支援」という。）を財源の一部に活用していることから、学

校設置者は、国専攻科支援で定める下記の個人要件について個人対象要件証明書（様

式第１７－１号又は第１７－２号）を作成し、知事が別に定める提出期限までに県に

提出するものとする。 

 【国専攻科支援の個人要件】 

  ア 退学，停学（三か月以上）の処分を受けた者  

  イ 前年度における習得単位数が学校の定める当該年度の標準習得単位数の５割以      

下の者 

  ウ 前年度における出席率が５割以下の者 

  ※上記ア～ウのいずれかに該当する者で，災害，疾病その他のやむを得ない事由が    

ある場合は県に報告すること。 

２ 前項の規定により個人対象要件証明書を提出後、その内容に変更がある場合は、個

人要件証明書（様式第１７－１号又は第１７－２号）を速やかに知事に提出しなけれ

ばならない。 

 

 附 則 

この要領は、令和２年８月２７日から施行し、令和２年度分の補助金等から適用す

る。 

 


